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はじめに

人間の自由と全面発達への権利の獲得のための闘いにおいて，国民教育をめぐる国家と教育の

関係を抜本的に改革するための原理を解明することは，今世紀を通じて，最も重要な理論的実践

的課題のひとつである。これは， 日本をはじめとする発達した資本主義国における現在の教育改

革の努力のなかだけでなく， ロシア10月社会主義革命以来半世紀を経たばかりの現存社会主義に

おける教育発逹の努力をも含んで， きわめて現代的な課題として存在している。

1917年10月の革命以後のソビエト社会主義建設のもとでの国民教育改革の特質を把握するうえ

でも， この改革原理をめぐる問題の考察を抜きにすることはできない。革命に際して， クルプス

カヤは，マルクスのこの問題に関する見解を継承•発展させることによって！），次のような認識

に到逹していた。

「労働者階級がその手に統治権をにぎっているのは，あらゆる支配権を廃絶するためであ」2)

り，それ故に， 「国民学校を隷属の道具から解放の道具へと転換できる」のは民主主義の発込に

よってだけである 3)，ということである。

このようなクルプスカヤの思想に学びながら，村山士郎氏は， ロシア革命における国民教育と

国家との抜本的な改革原理を「国民教育における住民自治の原則」4) として解明している。 これ

によれば， 「国民教育における住民自治の原則」は，教育行政と学校の両方のレベルにおいて，

次のような内容構造を持つとされている。第一に， 「国家による国民教育の官僚的支配を廃する
ママ

ことを目的」として， 「国家と自治体の国民教育に関する権限関係を民主集中性の原則として要

求すること」，第二には，「国民教育事業の統制を住民自身の参加によって民主化し徹底させる」

こと，第三には， 「国民教育事業の内実を創造，建設することへの住民の参加・協力」である％

これらは，革命直後の国民教育改革の基本路線を示す内容でもあった6)。

ところで，こうした原則に墓づく革命後の教育行政改革の問題に注目する場合，その初期にお
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いて核心をなす課題は，国家による国民教育の官僚的支配を封じ込むために，国民教育事業とそ

の管理業務に対する自律的な統制を勤労住民の参加の方法によって組織することにあった， と言

える。同時に， この課題は，革命後に民主主義的中央集権の関係として組織された”中央政府と

地方自治体が，文字どおり官僚を廃して教育を管理する制度を創造しなければならないことを理

論的にも実践的にも前提とするものであった。

本稿は， このような教育行政改革の課題をめぐる初期ソビエトの政策および実践の展開を，教

育管理における社会主義的民主主義の問題という観点から検討しようとするものである。ここで，

初期ソビニトの教育管理における社会主義的民主主義の問題とは，上記の教育行政改革の課題の

遂行過程において，この過程を支える社会主義的民主主義の発達をめぐる特殊ソビニト的な問題

状況として認識されるものである。即ち，初期ソビニトの教育管理における社会主義的民主主義

の問題の検討は， 「ソビエト社会主義における社会主義的民主主義の未発達ないし抑圧」8) と規

定されるような問題状況に対する厳密な検証と考察に正面から取り組まなければならないことを

意味している。したがって， この問題の検討は，革命直後から1920年代のソビエト教育（教育学）

の諸相と「ソビエト教育学における1930年代問題」9) の重要な一環とをつないでいく歴史的研究

の一部をなしている。

本稿は，革命直後から1923年ごろまでの時期を対象にしながら，教育管理業務に対する「統制

〔KOHTpOJib〕」の組織化の局面に着目し， その「統制」概念の変容過程の分析を通じて，初期 ‘l

ビニトの教育管理における社会主義的民主主義の問題の基本構造を解明することを課題としてい

る。

(I) 初期ソビエトの教育管理における「統制〔KOHTPOJib〕」の形成

(1) ソビニト社会主義における官吏・公務の民主主義的統制の問題

革命直後のソビニト政府と共産党は，生産手段の社会的所有の実現という社会主義の基本課題

と結合して，金権と結びついて特権的地位を持ってきた官僚の廃止という課題を提起した。革命

後の教育管理の組織化過程における「統制〔KOHTpOJib〕」の形成は， ソビニト社会主義のあら

ゆる公務を官僚なしに組織するという普遍的課題にその起源を発していた。レーニソは，この課

題を達成するための方策について， 「①選挙制だけでなく，随時の解任制，②労働者なみの賃金．．．． 
をこえない俸給，③すべての者が統制と監督の職務を遂行し，すべての者がある期間『官僚』に

なり， したがって， だれも『官僚』になれない状態へただちに移行すること」10)， という内容の

構想を提起していたのである II)。

しかし，このようなレーニンの構想は，革命後直ちに，当時のロシアの文化的後進性，総じて

住民の民主主義的な統治能力の未発達によって大きく阻まれ，後退せざるをえなかった。即ち，

ソビニト組織による公務の組織化にあたって，プルジョア専門家（その多くはもとの官僚）を特

別の方法によって利用しなければ実務を執行しえない， という問題が発生したのである。

こうして，プルジョア専門家は， 「高給を支払う」という方法12)によって，特別にソビニト機

関に引き入れられたのである。これによって，当面は勤労住民によって直接に選挙されず解任も

されないソビエト国家の官吏層が発生することになったわけである。このことについて， ロシア

共産党（ボ）第8回大会中央委員会報告のなかで， レーニンは次のように述べた。
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「官僚は打ちやぶられた。搾取者は一掃された。しかし，文化水準がたかまっていないので，

官僚は以前の地位を占めている。プロレタリアートと農民をこれまでよりはるかに広範に組織す

るとともに，労働者を行政に引き入れる方策をほんとうに実行することによってはじめて，官僚

をおしのけることができる。」13)

このことを基盤として， レーニンは， ソビエト国家を「官僚主義的にゆがめられている労働者

国家」14) と規定したのであった。さらに，このような現実規定を持つ国家組織のもとで， ソビニ

ト社会主義があくまで「官僚をおしのけ」15), 「勤労『人民』と密着」16) していく道を進むために

は， どのような方策を必要とするのか。レーニンは，こう問題提起しながら，「下からの統制」17)

の導入を主張したのである。

「下からの統制」とは， 「勤労大衆の自主的活動」18) を基礎とした，勤労住民の参加による官

吏・公務の統制をその内容としていた19)0 

クルプスカヤが， 1918年のソビエト革命政府の当面する任務について， 「国民自らの運命を自

らの手中に獲得することを実象に援助する」20) ことであると主張したとき，彼女は， 「下からの

統制」の国民教育事業における具体化と実現の問題を提起していたのである。

(2) 教育管理における「下からの統制」の形態

国民教育事業の分野における「下からの統制の特殊な形態」21) として最初に注目されたのは，

1918年6月の教育管理組織に関する初めての体系的な法令22)によって定められた「国民教育会

議」の組織であった。

国民教育会議は，①代議員ソビエトに代表を送る権利を持っているすべての組織からの代表者，

②教師と14歳以上の生徒の代表者，⑤審議権だけを持って招かれる有識者，によって構成される

ことになっていた。法令は，国民教育会議を，地方ソビエトの教育管理機関である国民教育局に

対する「審議および統制機関」として規定していた28)。この国民教育会議の構成および機能によ

って保障される勤労住民の参加は， 地方の教育管理業務に対する勤労住民の直接的統制（「下か

らの統制」）として位置づけられることができたのである。

しかし，実際には，国民教育会議は，全体として未発に終わらざるをえなかった。法令に基づ

く組織の編成そのものが「のろのろと進行」24) したばかりか，ようやく編成されて間もなく，そ

の役割を住民自身に充分に理解されずに活動を停止するか，あるいは，地方の自主的な決定によ

って廃止される， という事態に陥ってしまっていたのである25)。

このことは，教育管理における「下からの統制」の具体化を跡づけるためには，国民教育会議

とは別の形態をとる目標物の可能性についても検討してみなければならないことを意味していた。

こうして， ソビニト国家組織のなかにありながら，すべての国家的機関と公務に対する統制を実

現するための特別の組織である， 「労農監督部」26) が，最も着目されるにふさわしいものとなる

わけである。

「労農監督部」，即ち，労農監督人民委員部（〔Hapo八HhIHKoMHccapHaT Pa6oqe-KpecT碑 HC四 lI

枷cneK~皿〕略称は HKPKI1) とその地方機関は， 1922年の『労農監督人民委員部規程』のなか

で，次のような統制機関の性格を与えられている。

「労農監督人民委員部は，社会主義的統制の単一機関であり，これをとおしてソビエト国家は

労働者，農民の直接の参加の下に，すべての国家機関，企業，団体の活動にたいする中央および
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地方での監督を遂行する。」27)

そして，国民教育事業の組織に対応する労農監督部の機関として， 「教育宜伝監督局」28) が置

かれていた。また，こうした労農監督部の各機関には，二種類の労農監督官が配置されることに

なっていた。ひとつは，地域の労働者・農民集団を母体として定期的に選出される，代表委員と

しての労農監督官であり，いまひとつは，各レベルのソビニト執行機関によって任命される，常

勤専門職員としての労農監督官である29)。特に，後者の労農監督官については， 「西ヨーロッパ

の最もすぐれた模範にひけをとらないような人材」を「集中するために配慮」30) されることが求

められていた。

これによって， ソビエトの勤労住民は，常勤専門職の労農監督官が持っている知識・能力や視

野を手がかりとして， 「下からの統制」というソビニト社会主義的民主主義のひとつの目標物を

実質的に獲得していくことが要求されていたのである81)。そして，このことは，教育管理におい

て， 「くりかえししつっこく生えてくる官僚主義という雑草を根絶するため」32) に欠くことので....... 
きない，勤労住民の参加による官吏・公務（教育管理業務）の統制を実現するうえで，ひとつの

制度的な可能性を示すものであったと言える。

(II) 国民教育監督官の創設と教育管理業務に対する「統制」の変容

(1) 教育人民委員部の国民教育監督官の創設

これまで述べてきた「下からの統制」という特殊なソビニト社会主義的民主主義の目標物は，

ソビエト国家およびその一部分としての教育管理組織における官僚主義の問題との接点において

不可欠な民主主義の形式であった。しかし， 1920年代におけるソビニトの教育管理業務に対する.... 
統制の実現形態に着目するとき，小論が「下からの統制」の論理と不可分な関係においてとらえ

た労農監督官のシステムが唯一のものであるわけではない。むしろ，次に述べる教育人民委員部

の国民教育監督官のシステムが創設されるに至って， ソビニトの教育管理業務に対する「統制」

概念の内容は，重要な転換を示すことになるのである。

新しい「教育人民委員部の監督機関の組織計画」の問題は， 1922年2月に開かれた「第一回全

ロシア教育人民委員部中央指導員協議会」において提起されている33)。この問題は，教育管理組

織の集権の側面についての困難（端的には， 「中央の志向するところの実行にできる限り努める

のであるが，それは，地方の事情において実行されたり，不測の事態により実行されえなかった

りする」34) という問題状況）に起因するものであった。つまり，教育人民委員部の当面の政策課

題として「一片の指示ではなく，具体的な活動によって」地方の「活動の根本的な欠陥を除去し，

地方機関を援助すること」35) が必要となっており，この課題を遂行するうえで，既成の指導員制

度では， 「その極端な分散性によって無力であると同時に，その機能を正確に定めた規則の制定

を欠いている」36) との判断を教育人民委員部が下したことに端を発していたのである。

この結果， 1922年5月の教育人民委員部カレーギヤ決定によって，国民教育監督官が創設され

た37)。そして，この国民教育監督官のシステムは，同年10月の第三回全ロシア県国民教育局主任

大会の承認決議38)を経て， 1923年11月20日の『国民教育監督機関に関する規則』によって法制化

されている39)0 

さらに，教育人民委員部は， 1923年12月に， 「第一回全ロシア国民教育監督官代表者会議」を
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招集して，「『国民教育監督官』の概念そのものをより精確に」する作業に取り組んだ40)。この代

表者会議は， 「第一回の監督官の『創立大会』」 として重要な位置づけを与えられたが， これに

課された最も「中心」の課題は，「〔国民教育監督官の〕任務，権利および委任された権限の完全

に十分な範囲，その社会的，政治的役割，過去の時代の視学官との本質的な差異などを定めねば

ならない」ことにあった41)。

そして，教育人民委員部の評価によれば，この代表者会議は，既に先行していた教育人民委員

部中央国民教育監督官の約一年間の経験に基づいて，国民教育監督官の「組織的および教授法的

な関係の活動の基本的な要素に関する規則を確定すること」42) に成功したのであった。その結果，

教育人民委員部の基本報告に基づいて， ソビニトの国民教育監督官の性格は，職務上の三つの専

門性を合わせ持つ「全般的な組織的機能を果たす単一の機関」43) であると規定された。三つの専

門性に対応して代表者会議の与えた国民教育監督官の「定義」は， 第一に「検査を行なう行政

官」であり，第二に「行政的な性質の一定の委任権限を付与された教育者」， 第三に「社会的な

組織者」である， というものであった44)。

第一の「定義」については，国民教育監督官の三類型（教育人民委員部の中央監督官，県国民

教育局の県監督官，郡国民教育局の郡監督官）のなかで，中央監督官と県監督官がそれぞれの担

当区域内45)の地方国民教育局を対象として，その組織および業務に対する検査を行なう行政官で

あることを意味している。第二の「定義」については，国民教育監督官の三類型のすべてが，そ

れぞれの担当区域において，必ず大衆的な教育施設との連続した関係を持ち，適切な組織的・教

育的な指導を与えなければならない， ということを指している。この場合には，国民教育監督官

は， 「第一に，直接的な行政的強制の権限を全く付与されておらず，第二に，関係する教育施設

の内的生活について親密な関心を持つことが本質的義務である」と説明されている46)。そして，

第三の「定義」については，国民教育監督官が，教育管理の分野における「国家機関の公式の一

員」でありながら， 「社会的活動家」として「個人的直接的な住民への作用」を及ぼし，住民の

積極的活動と集団的創意を組織しなければならない47)，という点で特別な意味を持っている。こ

れは， 「すべてのソビエトの国家制度は，国家的組織および国家的施設の業務への勤労住民大衆

の広範な参加の原理に基づいてつくられている」48) という観点に導びかれた国民教育監督官の性

格規定における本質的部分をなしていたと考えられるのである。

しかしながら，ここで重要な点は，これらの国民教育監督官の性格規定の全体をとおして，勤

労住民の参加による「下からの統制」の論理との直接的な接続関係が認められない， ということ

である。と同時に，国民教育監督官が，その第一の性格規定に基づく機能として， ソビニトの教

育管理業務に対する統制の機能を与えられたことは事実である。したがって，これまでにみてき

たように， 「下からの統制」の論理が，教育管理業務の「統制」概念の内容を規定する明確なひ

とつの路線を示していたものである以上，新しい国民教育監督官に統制的機能が与えられたこと

によって，教育管理業務の「統制」概念の内容に変化を生じる結果をもたらしたのであるか否か

が，問われなければならないことになる。

(2) 国民教育監督官の性格規定をめぐる教育管理業務の「統制」概念の変容

国民教育監督官の職務に属する「検査〔o6CJie瓜0四皿e〕」あるいは「監督〔HHCIIeKTHpo胆田紀〕」

と呼ばれる統制的機能が，教育管理業務の「統制」概念の内容にどのようなインバクトを与えた
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かの問題は，労農監督官の機能との関係を媒介として論じられる。

「教育人民委員部の監督機関と労農監督部の教育〔宣伝〕監督局との相互関係」の問題は，前

述した「第一回全ロシア国民教育監督官代表者会議」の準備過程において， 『国民教育』誌（教

育人民委員部機関誌，月刊）に掲載されたマルコビッチ論文によって検討されているi9)。 『ソビ

エトの国民教育監督機関』と題するこの論文は，次に示す労農監督部教育宣伝監督局の見解を論

評するかたちで，この問題の考察をはじめている。

マルコビッチが論評の対象とした労農監督部の「教育人民委員部の監督機関と労農監督部」と

のあいだの関係についての結論50)は，以下のようであった。

①両者の「活動領域の中に，あらゆる国民教育事業がその対象として入っていなければならな

い」。したがって，「両者の間の差異は監督の対象にあるのではな」い。

②両者の差異は「本質的に異なった機能の性質」にある。即ち，国民教育監督官が果たす機能

は， 「観察〔皿6JIIO)(e皿e〕と指導〔PJKOBO八CTBO〕， および， 立証された（通常の場合， 組織

的・教授法的・経済的な性質の部分的な）欠点を直接的に修正すること」である。これに対して，

労農監督官の機能は， 「国家的機関の改善と強化の課題」に基づいて， 「教育人民委員部の監督

官を含めて，なるべくすべての事業の状態の観察および調査研究であ」る。

③故に，教育管理業務の統制（中央と地方の教育管理機関，学校レベルの管理機関に対するそ

れ）についても，両者の関係は，「労農監督部は診断をし，そして教育人民委員部〔の監督機関〕

が治療をする」 （傍点は引用者）という関係になぞらえることができる51)0

以上のような見解を基本的に承認しながら，マルコビッチは，これにひとつの現状認識をつけ

加えることによって，この問題に関する教育人民委員部の独自の判断を導き出す。即ち，労農監

督部の見解が予定したように，労農監督部教育宣伝監督局が本来「欠点の分析と診断の確定」を

行なうことは「好結果を期待しえる」のであるが，現下の教育宜伝監督局では，この「困難な課

題を処理しえていない」， というのである。

その理由は，教育管理機関や教育施設における「欠点に診断を下すためには，親密かつ連続し

て理論的実践的な教育活動に関係を持ち，高度な技能を有する権威ある労働者要員が必要だか

ら」である。マルコビッチは，この点において，国民教育監督官の方が「よりよく準備されてい

る」と述べ，教育人民委員部の監督機関と労農監督部教育宣伝監督局との関係について，次のよ

うな結論を出してくるのである。

第一に， 「現時点では」， 教育管理機関および教育施設に対する「統制的検査的機能が，労農

監督部から離れて，必然的に教育人民委員部の〔監督〕機関に移行するであろうにちがいない」

こと。第二に，労農監督部の見解で言うところの‘‘診断と治療’'という「同じくらいに重要なニ

つの課題」は，国民教育監督官によって達成されるようになり， 「我々のこの事業分野において

いかなる統制的機関もなくなるまでは」， これらの課題を「この監督官に委任せざるをえない」

こと，である。

以上のようなマルコピッチに代表される教育人民委員部の見解を前提にするならば， 「第一回

全ロシア国民教育監督官代表者会議」が国民教育監督官に与えた「検査を行なう行政官」という

第一の性格規定は，次のように解されることになる。即ち，国民教育監督官という専任の公務労

慟者が，中央および地方（学校レベルも含む）の教育管理業務に対する統制を専ー的に実行すべ
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く規定されたものである， ということである。このことは，前述の「代表者会議」において，国

民教育監督官の「社会的活動」 （第三の性格規定に基づく機能）について報告された教育人民委

員部の「テーゼ」が，国民教育監督官の勤労住民のあいだでの活動計画の指標のなかに，教育管

理業務に対する統制への勤労住民の参加を組織することに該当する事項を位置づけていないこと

によっても裏づけられる52)0 

これは， ソビエト国家の管理業務に対する統制の方法についてのひとつの新たな路線の選択で

あると同時に，教育管理業務の「統制」概念の内容についての重大な変更を意味していた。

終わりに

先に引用した論文『ソビエトの国民教育監督機関』の冒頭において，マルコビッチしま，次のよ

うな事実に言及している。

「或る権威ある機関において国民教育監督機関の問題が審議された際に，出席者のひとりから

次のような問題が提起されたのは，それほど以前のことではなかった。；『この［国民教育監督

官の〕制度は， 自然にあるいはやむをえず，漸次， ‘‘善良な過去の時代の”監督機関の性質を獲

得することのできる，教育事業の上に立つ官僚主義的上部機関であり， ソビニト官僚の新しい要

員であることに気づかないのであろうか？』」53)

国民教育監督官のシステムが，はたして「教育事業の上に立つ官僚主義的上部機関」に転化す

る性格のものであるかどうか，この点についての結論は，今後の検討を待たねばならない。しか

しながら， ソビエトの教育管理業務の統制の問題という限定された視点から，国民教育監督官の

創設とその性格規定に関する政策的論議を検討してきた結果，明らかに革命直後の基本路線から

の後退を示す政策論理が存在したことに注目しなければならない。これは，以下に示すように，

1920年代のソビニト国家の管理業務一般に対する統制の局面，および，教育管理業務に対する固

有の統制の局面， という二重の局面における「統制」概念の変容として総括することができる。

第一に，労農監督部という組織の評価に関わる， ソビニト国家の管理業務一般に対する統制の

局面についての問題である。労農監督部については， レーニンがその晩年に最も重視したものの

ひとつである54)にもかかわらず，教育人民委員部は， この組織を，勤労住民の参加による「下か

らの統制」の実現形態という観点から評価しようとはしていなかった。それは，度々引用してい

るマルコビッチ論文が， 「国家機関の改善および強化の課題が労農監督部の基本課題である」55)

ということを指摘しているだけであることにも示されている。さらにまた，労農監督部そのもの

が， 自らの監督部と教育人民委員部の監督機関との関係を，国民教育事業の分野における欠点の

「診断」と「治療」といった機能上の役割分担関係としてのみ理解する見解を示したという点で

は，教育人民委員部と同様に，勤労住民の参加による「下からの統制」の論理を無視してしまっ

たことになる。

では，何故，勤労住民の参加による「下からの統制」の論理を無視することが問題であるのか。

それは，この論理が， 「全住民が行政に参加するときにだけ，われわれは官僚主義と徹底的にた

たかい，これに対して完全な勝利をおさめることができる」56) という革命疸後のレーニンの甚本

路線を， 「官僚主義的にゆがめられている」ソビエト国家組織のもとで柔軟に継承しようとする

政策的努力の産物に他ならないからである。この産物の出来ばえがいかに旧式かつ貧弱な実像し
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か持ち合わせていなかったにしても 57), 「下からの統制」の論理を無視して労農監督部を評価す

ることは，それ自体がこうした革命直後の観点からの乖離を意味しているのである。

第二の局面は，教育人民委員部が，教育管理業務の統制を国民教育監督官に専ー的に委ねると

する結論を選択したことにある。これは，教育管理業務に対する「統制」概念の内容についての

重大な変更である。つまり， 「下からの統制」の論理においては不可分のものとして存在した，............................. 
教育管理業務の統制の活動に勤労住民を日常的に参加させることを制度的に保障するという本質

的要素を欠落させてしまうことになるからである。教育人民委員部の政策上の選択は，教育管理

業務に対する「下からの統制」の論理の事実上の放棄であり， 「統制」概念から，勤労住民の参

加による直接的統制という内容的要素を切り離してしまったという点において， 「革命直後の甚

本路線からの後退，逸脱」58) であると結論せざるをえない。

また，この問題は， 1920年代のソビエトの教育管理業務に対する統制に固有な問題の局面とも

深く結びついている。それは，教育管理業務が，国民教育事業（特に学校を中心とする教育諸施

設）の管理と統制の組織化を固有の対象とすることと深く関わっている。クルプスカヤは，レー

ニンが国民教育事業における「下からの統制の特殊な形態」として最初に意義づけた国民教育会

議の組織について，教育学的な観点からの評価と固有の位置づけを与えていた。即ち，国民教育

会議の組織する，地域の教育事業の問題に関する審議と統制の活動への勤労住民の参加は，住民

自身を日常的に「学校組織のすべての諸問題に，また，教育のすべての諸問題に引き入れる」た

めに， 「住民を特別に組織する方法」59) としても位置づけられねばならない， という観点からで

ある60)。こうした観点は，住民自身の教育要求（合意）を民主主義的に形成していくことを曲肴

ふ課題として認識するものであり，これに基づいて，教育の自律性を主張するものとなっていた。

ところが，国民教育監督官の性格規定についての教育人民委員部の政策的選択においては，上記

のクルプスカヤの観点とは全く異質な観点から，教育管理業務の統制が，国家の管理業務一般に

対する統制と区別されていることに気がつく。それは，ソビエトの「国家機関の改善および強

化」という一般的要請に応えていくうえで，教育諸施設の活動が持っている専門性（特殊性）を

考慮することのできる能力を持つ者が，教育管理業務の統制の任にあたらねばならない， という

観点である。したがって， この場合の教育管理業務の統制に固有な問題の局面は，上記の観点に

基づいて，国民教育監督官の専門的力量を形成することに一面的に傾斜していく危険性を持って

いたわけである。

以上の分析から明らかなように， 1920年代の教育管理業務に対する「統制」概念の変容は，国

家的管理業務一般におけると同時に，教育管理に固有な局面における勤労住民の参加の理論的位

置づけを焦点として生じていることがわかる。我々は，まず， 1920年代の教育管理における社会

主義的民主主義の未発達の問題が，このような基本構造において把握されることを確認しておか

ねばならない。

さらに，本論中でみた国民教育監督官の第三の性格規定（「社会的な組織者」）に関わって，教

育人民委員部が， 「国家的機関および国家的施設の業務への勤労住民大衆の広範な参加の原理」

を示していたことに留意するならば， 我々 は， ここで原則的に確認されている「勤労住民の参

加」という概念を，教育管理業務の統制への直接的参加という内容を含まない異質の概念として

把握しなおさなければならないことになる。小論の分析結果に基づけば， この異質な概念として
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の「勤労住民の参加」が， 1920年代ー30年代ソビエトの教育管理において定着する過程とその特

殊ソビエト的内容の再吟味は，国民教育監督官の勤労住民への直接的作用の実相の分析によって

進めることができる。それ故に， 1920年代ー30年代ソビエトの教育管理における社会主義的民主

主義の発達をめぐる問題の中心は，勤労住民による教育管理業務の直接的統制を欠いたもとでの

国民教育監督官ヽンステムを媒介として， ソビエトの教育公務労働者と勤労住民とがどのような階

層制（階層関係）61) を形成していくか，この点の理論的・歴史的な解明の課題として再定位され

ねばならないのである。
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34) 3. 5I. MapKoB四， ‘‘HaJIIaopraHH3皿HOHHaH paooTa.", ≪HapolI,Hoe npocse1.1.1;e皿e, e源eMecかIHbIH

氷ypHa刀≫ 1923r.，M. 2, CTp. 47. 

35) TaM氷e.

36) “〇qepe.llHble滋底咄，如pMblH MeTO.llbl HHCileKTOJJCKOli pa6oTb1-Te3HCbl.llOKJlalJ,bl 3. 5I. MapKOB-

郎 a.",≪HapO.llHOe npocse1.1.1;e皿 e,emeMec四 Hbili氷ypHaバ≫ 1924r.,地． 1=10,CTp. 87. 

37)“H3.lleHTeJlbHOCTH u;eHTP邸 bHOH 皿 cneKu;HHHapo.llHOfO npocse1.1.1;eHHS1, HIOHb 1922-M咄 1924.",

≪Hapo.llHoe npocse皿e皿 e,e加eMeCll咄 b!limypHa孔≫ 1924 r., M 4-5, cTp. 124. 

38) 前掲， ≪Hapo.llHoenpocse1.1.1;e皿 e≫ 1923r.，地 2,CTp. 46. 

39)‘‘k邸 e皿apbHapo.llHoro npocse1.1.1;eH畑， 1917r.-1927 r.", ≪Hapo.llHoe npocse1.1.1;e皿e,emeMecHqHblli 

mypHa.rr≫ 1927r.,泣 10,CTp. 112. 

40) 3. 5I. MapKoB四，“匝 Bcepocc雌 CK碑 KOH中epeHl.l;HH HHCileKTOpOB Hapo.llHoro o6paaosaH皿 3-5

邸 KaopH1923r.", ≪Hapo.llHoe npocse1.1.1;e皿 e,e氷eMec四 Hb!H氷ypHaバ≫ 1924r.，泣 1=10,CTp. 84. 

41) TaMぷe.

42) 前掲 ≪Hapo.llHoenpocse皿eH郎〉） 1924r.，地 4-5,CTp. 126. 

43) 前掲 ≪Hapo.llHoenpocse山eHHe≫ 1924r.，地 1=10,CTp. 90-91. 

44) 3. 5I. MapKOB四， “COBeTCK碑皿cneKu;HllHapo.llHoro npocse1.1.1;eHHll. ", ≪Hapo.llHoe npocBe1.1.1;eHHe, 

蟷 eMeCH咄 blH沼ypHaJI〉〉 1923r.，地 9,CTp. 39. 

45) すべての監督官の活動範囲について，区域制がしかれており，中央監査官は，いくつかの県のなかの

地方教育管理機関と大衆的教育施設を対象とし， 県監督官は， 同様にいくつかの郡を対象として活動

し，郡監督官だけが，郡のなかの大衆的教育施設においてのみ活動することになっていた。 (TaM泌e,

CTp. 40-41.) 

46) TaM me, CTp 33. 

なお，国民教育監督官の全般的な権限問題については，注36)の資料が次のように規定している。

「監督官は，直接的な行政的作用の権限を持たず，上級に位置する組織を介して自らの方策を実行す

る。しかし，乱暴な法律違反の場合に，監督官の介入が猶予を認められないときには，監督官に『禁止』

の権限が与えられ，これについて上級組織に通告することとする。また，この権限は個人構成員に関

係のある場合（配転，解雇など）には適用されない。」 (cTp.88.) 

47) " 06JIIecTBeHH邸郎l!TeJlbHOCTbHHCileKTOpa no Hapo.llHOMy oopaaoBaHHIO-TeHCbl 八OKバ皿a HKn 

C. 3. fypo腿 Ha 1-li Bcepocc叫CKOH HHCileKTOpcKoli KOH卯peHI.I;皿’'， ≪Hapo,llHOe npocse1.1.1;e暉 e,
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e氷eMec四 Hb!H)KypHaJI〉)1924r., Ni. 2=11, crp. 97. 

48) T皿 )Ke.

49) 前掲 ≪Hapo,11.HoerrpoCBemeHHe≫ 1923r.，Ni. 9, CTp. 32-41. 以下， この論文についての引用は，す

べてここからである。

50) マルコビッチ論文によれば，この労農監督部の見解は， ≪l13BeCTHil:PK11≫ 1923r., Ni. 13-14に発表さ

れた無署名論文 “l1HcneKTypaHapKoMrrpoca H PKl1’'によって表明されていたことがわかる。 (TaM

)Ke, crp. 34.) 

51) 本文中の引用箇所に続いて，次のような比喩的説明がなされている。

「この場合，国家機関よりなる診断の上手な医者が，内科医が油断しないように，また，手さぐりで

さまよい歩かないように〔診断をするのである〕。」（T皿以e,crp. 35) 

52) 前掲 ≪Hapo八Hoenpoc聡 meHHe≫ 1924 r.，Ni. 2=11, crp. 98. 

53) 前掲 ≪Hapo仄HoenpocBeme皿 e≫ 1923r.，泣 9,crp. 32. 

54) G.ボッファ『ソ連邦史・①・ 1917~1927』， 坂井信義・大久保昭男訳， 大月書店， 1979, p. 246~ 

247。ただし， 1922年末から1923年にかけての労農監督人民委員部の改組問題の焦点は， 共産党中央統

制委員会との合同にあった。 （レーニン「量はすくなくても，質のよいものをJ, 『全集』•第33巻，を

参照のこと）

55) 前掲 ≪Hapo,11.HoenpocBemeHHe≫ 1923r.，泣 9,CTp. 35. 

56) 前掲， 「ロシア共産党（ボ）第8回大会・中央委員会報告」， 『全集』•第29巻， p. 172。

57) 前掲， G.ボッファ『ソ連邦史・①』， p.246。

58) 前掲，村山士郎「ソビエト教育学における1930年代問題」， p.145。

59) 前掲， 『国民教育と住民の参加』， p.52。

60) こうした観点の持つ現代的意義については，拙稿「教育権論と発達における『階層』の概念」，『日本

の科学者』 1983年10月号，水曜社， p.39-40, を参照のこと。

61) この概念については上の拙稿を参照のこと。

（本研究科博土後期課程）
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